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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回　　次
第58期
第１四半期
連結累計期間

第59期
第１四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
 自　平成22年４月１日
 至　平成22年６月30日

 自　平成23年４月１日
 至　平成23年６月30日

 自　平成22年４月１日
 至　平成23年３月31日

売上高 (百万円) 6,453 9,231 35,762

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △64 353 1,182

四半期(当期)純利益 (百万円) 35 249 616

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △44 221 496

純資産額 (百万円) 15,652 16,047 16,030

総資産額 (百万円) 22,997 25,041 25,833

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 1.76 12.49 30.85

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.8 61.9 60.0

(注) 1　当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。

2　売上高には、消費税等は含まれていない。

3  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については潜在株式が存在しないため、記載していな

い。

4　第58期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理している。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はない。

　また、主要な関係会社についても異動はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はない。

なお、重要事象等は存在していない。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会

社)が判断したものである。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状

況にあるなかで、このところ上向きの動きがみられるものの、電力供給の制約や原子力災害及び原油高の

影響等により、景気が下振れするリスクが存在するなど依然として不透明な状況にある。

　東北エリアでは近年、光サービス及び移動体サービスの充実・拡大に加え、地方自治体による地域情報

化基盤整備事業（IRU/ICT工事）等の拡大が図られ、ほぼ全域においてIP・ブロードバンド情報通信基盤

の構築が完了した。今後、情報通信基盤の整備による高速インターネットサービスの普及拡大のほか、ス

マートフォンやクラウド型システム等の新たな情報通信サービスの展開、放送と通信の融合、地域での

ICT利活用の推進拡大等が成長市場として大きく期待され、情報通信基盤の「構築の時代」から「サービ

ス創造の時代」へシフトすると考えている。

　一方、平成23年３月11日に発生した「東日本大震災」では、当社グループの主たる事業エリアである東

北地域の情報通信設備が未曽有の被害を受けたことから、当社グループは災害地域における情報通信設

備を一刻も早く復旧・復興することを最重要課題として全力で取り組んでいる。

　このような経営環境の中、当社グループでは「第３次中期経営計画」(平成23年度～平成25年度)に基づ

き、“安全・安心を支える『情報通信基盤の整備・復興』と信頼される『ＩＣＴエンジニアリング＆ソ

リューション事業の展開』”に積極的に取り組んでいる。特に当第１四半期においては、東日本大震災に

よる各社通信設備の応急復旧関連工事を精力的に実施してきた。

  その結果、売上高は9,231百万円(前年同四半期連結累計期間比2,778百万円増加)、営業利益は325百万

円(前年同四半期連結累計期間比425百万円増加)、経常利益は353百万円(前年同四半期連結累計期間比

418百万円増加)、四半期純利益は249百万円(前年同四半期連結累計期間比214百万円増加)となった。

　なお、当社グループでは、東日本大震災の本格復旧工事はあるものの、工事の引渡しが第４四半期連結会

計期間に集中すると考えられるため、第４四半期連結会計期間の完成工事高が多くなる特徴がある。
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　　セグメントの業績を示すと、次のとおりである。

(電気通信工事事業)　　　　

　当社グループの主たる受注先であるＮＴＴ東日本においては、ブロードバンドエリア拡大のほか、政府

・自治体向け通信工事を積極的に展開している。一方、東日本大震災による通信設備の未曾有の被害に対

して当社グループが一丸となり応急復旧関連工事に取り組んできた。

　このような経営環境の中、当第１四半期連結累計期間における受注高は7,878百万円(前年同四半期連結

累計期間比1,250百万円減少)、完成工事高は7,807百万円（前年同四半期連結累計期間比2,288百万円増

加）、セグメント利益は268百万円（前年同四半期連結累計期間比368百万円増加）となった。

(工事材料等販売事業)

　工事材料等販売事業は、通信工事材料等の販売を行っている。その結果、当第１四半期連結累計期間にお

ける受注高は1,424百万円（前年同四半期連結累計期間比489百万円増加）、売上高は1,424百万円（前年

同四半期連結累計期間比489百万円増加）、セグメント利益は65百万円（前年同四半期連結累計期間比51

百万円増加）となった。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は25,041百万円であり、前連結会計年度末比792百万円減少し

た。流動資産は16,629百万円で前連結会計年度末比628百万円減少した。これは主に、現金預金が3,998百

万円から5,609百万円へ1,610百万円の増加及び完成工事未収入金が8,900百万円から6,234百万円へ

2,666百万円減少したことによる。固定資産は8,411百万円で前連結会計年度末比164百万円減少した。有

形固定資産は前連結会計年度末比55百万円の減少となっている。無形固定資産は前連結会計年度末比32

百万円の減少、投資その他の資産については前連結会計年度末比77百万円減少した。

　負債については8,993百万円と前連結会計年度末比809百万円減少した。流動負債は5,343百万円で、前連

結会計年度末比790百万円減少した。これは主に短期借入金1,400百万円の減少によるものである。固定負

債は3,650百万円で前連結会計年度末比19百万円減少した。

　純資産は16,047百万円と前連結会計年度末比17百万円増加した。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はない。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は０百万円である。

　
(5) 生産、受注及び販売の実績

当第１四半期連結累計期間において、電気通信工事事業及び工事材料等販売事業の売上実績が著しく

変動している。その状況及び内容などについては「(1)業績の状況」に記載している。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種　　　　　　　　類 発行可能株式総数(株)

普　　通　　株　　式 66,428,000

計 66,428,000

　

② 【発行済株式】

　

種　　類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提 出 日 現 在
発 行 数 (株)

(平成23年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　　　　容

普 通 株 式 21,226,07121,226,071
東京証券取引所　(市

場第二部)
単元株式数は　　　　　　　　1,000株

である。

計 21,226,07121,226,071― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　 　該当事項はない。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　 　該当事項はない。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　 　該当事項はない。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年　　月　　日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年６月30日 ― 21,226,071― 2,847 ― 2,641

　

(6) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしている。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年６月30日現在

区　　　　　　分 株　式　数 (株) 議決権の数(個) 内　　　　　 容

無 議 決 権 株 式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,232,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,812,000 19,812 ―

単 元 未 満 株 式 普通株式 182,071 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発 行 済 株 式 総 数 21,226,071― ―

総 株 主 の 議 決 権 ― 19,812 ―

　(注)１ 「完全議決権株式数(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が8,000株(議決

　権８個)含まれている。

 ２ 「単元未満株式数」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が613株含まれている。

　

② 【自己株式等】

　平成23年６月30日現在

所 有 者 の 氏 名
又　 は　 名 　称

所 有 者 の 住 所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）　　　　　株
式会社 ＴＴＫ

仙台市若林区新寺1-2-231,232,000― 1,232,0005.81

計 ― 1,232,000― 1,232,0005.81

　

２ 【役員の状況】

　　該当事項はない。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,998 5,609

受取手形及び売掛金 595 954

完成工事未収入金 8,900 6,234

未成工事支出金 2,520 2,584

材料貯蔵品 299 345

商品 404 389

繰延税金資産 401 375

その他 147 147

貸倒引当金 △9 △9

流動資産合計 17,258 16,629

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 5,016 5,016

機械・運搬具 182 179

土地 2,595 2,595

リース資産 796 820

建設仮勘定 43 0

その他 960 1,003

減価償却累計額 △4,204 △4,280

有形固定資産合計 5,389 5,334

無形固定資産 290 258

投資その他の資産

投資有価証券 1,646 1,566

繰延税金資産 1,132 1,159

その他 119 94

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 2,895 2,818

固定資産合計 8,575 8,411

資産合計 25,833 25,041
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 2,325 2,303

買掛金 1,211 1,576

短期借入金 1,400 －

リース債務 154 155

未払金 693 328

未払法人税等 219 35

未成工事受入金 12 585

完成工事補償引当金 3 3

災害損失引当金 44 60

その他 69 294

流動負債合計 6,133 5,343

固定負債

リース債務 467 451

退職給付引当金 3,033 3,025

役員退職慰労引当金 169 173

固定負債合計 3,669 3,650

負債合計 9,803 8,993

純資産の部

株主資本

資本金 2,847 2,847

資本剰余金 2,641 2,641

利益剰余金 10,208 10,258

自己株式 △378 △379

株主資本合計 15,319 15,368

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 188 138

その他の包括利益累計額合計 188 138

少数株主持分 521 540

純資産合計 16,030 16,047

負債純資産合計 25,833 25,041
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位:百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高

完成工事高 5,504 7,788

兼業事業売上高 948 1,443

売上高合計 6,453 9,231

売上原価

完成工事原価 4,964 6,850

兼業事業売上原価 887 1,354

売上原価合計 5,851 8,204

売上総利益

完成工事総利益 539 937

兼業事業総利益 61 89

売上総利益合計 601 1,027

販売費及び一般管理費 701 702

営業利益又は営業損失（△） △100 325

営業外収益

受取利息 1 0

受取配当金 24 23

雑収入 13 12

営業外収益合計 39 36

営業外費用

支払利息 0 5

雑支出 3 3

営業外費用合計 3 8

経常利益又は経常損失（△） △64 353

特別利益

固定資産売却益 0 －

負ののれん発生益 9 －

特別利益合計 9 －

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産除却損 9 1

投資有価証券評価損 1 1

災害損失 － 21

特別損失合計 11 24

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△65 329

法人税、住民税及び事業税 5 31

法人税等調整額 △113 26

法人税等合計 △108 57

少数株主損益調整前四半期純利益 42 272

少数株主利益 7 22

四半期純利益 35 249
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 42 272

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △87 △50

その他の包括利益合計 △87 △50

四半期包括利益 △44 221

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △51 199

少数株主に係る四半期包括利益 7 22
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【継続企業の前提に関する事項】

　当第１四半期連結会計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

該当事項はない。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　当第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

該当事項はない。

　

【会計方針の変更等】

　当第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

該当事項はない。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

該当事項はない。

　
【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用している。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はない。

　

(四半期連結損益計算書関係)

　売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累

計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

当社グループでは、工事の引渡しが第４四半期連結会計期間中に集中しているため、第１四半期連結会

計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高は少なく、第４四半期連結会計期間の完成工事

高が多くなる特徴がある。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりである。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

減価償却費 89百万円 114百万円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 160 8 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はない。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はない。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 199 10平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はない。

　

３．株主資本の著しい変動

該当事項はない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：百万円)

　

報 告 セ グ メ ン ト

合　　計
電気通信工事事業 工事材料等販売事業

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,518 934 6,453

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

─ 750 750

計 5,518 1,685 7,204

セグメント利益又は損失(△) △99 13 △86

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利　　益 金　　額

報告セグメント計 △86

セグメント間取引消去 △13

四半期連結損益計算書の営業損失 △100
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 (単位：百万円)

　

報 告 セ グ メ ン ト

合　　計
電気通信工事事業 工事材料等販売事業

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 7,807 1,424 9,231

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

0 1,029 1,029

計 7,807 2,454 10,261

セグメント利益 268 65 333

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

　 (単位：百万円)

利　　益 金　　額

報告セグメント計 333

セグメント間取引消去 △8

四半期連結損益計算書の営業利益 325

　

EDINET提出書類

株式会社ＴＴＫ(E00193)

四半期報告書

15/18



　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項　　　　　　目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 １ 円 76 銭 12 円 49 銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 35 249

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 35 249

普通株式の期中平均株式数(株) 20,005,623 19,991,975

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

(重要な後発事象)

該当事項はない。

　

２ 【その他】

該当事項はない。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月４日

株式会社　ＴＴＫ

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　   菅　　　博　雄    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    　 木　村　大　輔    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社ＴＴＫの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成

23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月
30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結
包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＴＴＫ及び連結子会社の平成23年６
月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していな
いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管している。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれない。
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